
給与規程 

 

第1章 総則 

第1条 目的 

この給与規程（以下「規程」という）は、勤務する正社員・契約社員の給与に関し、

必要な事項を定めたものである。この規程に定めのない事項は、各人ごとに特別な

契約がない限り、その都度会社が決定するものとする。 

 

第2条 適用の対象 

この規程は、就業規則第 1 章第 2 条に定める正社員・契約社員に適用する。アル

バイトに関しては個別契約による。 

 

第3条 給与体系 

給与体系は、次のとおりとする。 

 基準内給与 ・基本給 

 基準外給与 ・割増手当          

・法定内時間外勤務手当 

         ・法定時間外勤務手当 

         ・法定休日勤務手当 

         ・深夜勤務手当 

         ・固定法定時間外労働手当 

         ・固定深夜労働手当 

         ・固定所定時間外労働手当 

         ・裁量手当 

       ・通勤手当 

       ・通信手当 

       ・リモートワーク手当 

       ・賞与 

 

第 2 章 給与 

第4条 給与計算期間・締切日及び支払日等 

１．給与は、原則として 1 日より起算し、末日に締め切って計算する。 

２．給与は、当月 25 日に支給する。ただし、支給日が土曜日、日曜日あるいは国

民の祝日等の場合は、その直前の金融機関営業日に支払うものとする。固定で



支払う割増賃金（固定法定時間外労働手当、固定深夜労働手当、固定所定時間

外労働手当）を上回る割増賃金、不足時間分・欠勤等不就労控除については、

翌月の給与支払日に支給もしくは控除する。 

３．計算期間の途中で採用され、又は退職、休職、復職した場合は、当該計算期間

の所定労働日数を基準に日割計算をして支払う。 

４．欠勤、遅刻、早退等不就労の時間は、当該計算期間の所定労働日数・労働時間

を基準に日割・時間割計算し、不就労時間分を控除して支払う。 

 

第5条 休職中の給与 

従業員が就業規則に定める休職を命ぜられた場合、休職期間中の給与は支給しな

い。 

 

第6条 年次有給休暇の給与 

従業員が就業規則に定める年次有給休暇を取得した場合、所定労働時間を勤務し

たものとして、給与の減額は行わない。 

 

第7条 慶弔休暇中の給与 

従業員が就業規則で定める慶弔休暇を取得した場合、所定労働時間を勤務したも

のとして、給与の減額は行わない。 

 

第8条 基本給 

基本給は月額をもって定め、各人ごとに決定する。 

 

第9条 給与表 

従業員に適用する給与表は別表 1 に定める。 

 

第10条 給与改定 

給与改定は、能力、勤務成績、成果、勤務態度等を人事考課により査定し、その結

果をもって基本給について行う。 

 

第11条 通信手当 

通信手当は、通信機器の通信料負担に対し、月額 5,000 円を支給する。 

 

第12条 リモートワーク手当 

リモートワーク手当は、会社がリモートワーク勤務を認めた従業員について、リモ

ートワークに関する各種負担に対し、月額 15,000 円を支給する。 



 

第13条 通勤手当 

１．通勤手当は、通勤のため常に公共交通機関を利用する従業員に対し、非課税限

度額の範囲内で実費を支給する。 

  ２．実費の支給は、最も簡便な公共交通機関を使用するものと会社が認めた場合に

ついて行う。 

 

第14条 割増賃金 

1. 所定労働時間を超えて又は法定休日に労働した場合には､法定内時間外勤務手当、法

定時間外勤務手当、又は法定休日勤務手当を支給する。深夜（22時から5時までの間）

において勤務した場合には深夜勤務手当を支給する。それぞれ次の計算により支給

する｡なお、就業規則第12条に定める「適用除外」に該当する者は深夜勤務手当のみ

支給とする。 

 

(1) 法定内時間外勤務手当 

（基本給＋通信手当＋リモートワーク手当） 
× 1.00 × 法定内時間外労働時間数 

月平均所定労働時間数 

 

(2) 法定時間外勤務手当 

（基本給＋通信手当＋リモートワーク手当） 
× 1.25 × 法定時間外労働時間数 

月平均所定労働時間数 

 

(3) 深夜勤務手当(22時00分～5時00分) 

（基本給＋通信手当＋リモートワーク手当） 
× 0.25 × 深夜労働時間数 

月平均所定労働時間数 

 

(4) 法定休日勤務手当 

（基本給＋通信手当＋リモートワーク手当 
× 1.35 × 法定休日労働時間数 

月平均所定労働時間数 

 

2.個別に考慮し、割増手当を下記の通り固定で支給する場合がある。給与算定期間にお

いて、前項の通り法定で実計算した割増賃金の金額が、固定で支給されている金額を上

回った場合は、その差額を支給するものとする。固定で支給されている金額を上回る残

業をする場合は、原則として事前に、上⾧に時間外勤務の申請をすることとする。原則、

この申請がない場合は、時間外勤務を認めない。ただし、欠勤のある月は固定の割増手

当を支給せず実労働時間で支給する場合がある。 



 

（固定法定時間外労働手当） 

固定法定時間外労働手当は、前項(2)法定時間外勤務手当として支給するものとし 、

各労働者ごとに法定時間外労働時間数の枠を定め、その枠内の割増手当として支払う。

なお、法定時間外労働時間数の枠については、各労働者ごとに個別に定める。 

 

（固定深夜労働手当） 

固定深夜労働手当は、前項(3)深夜勤務手当として支給するものとし 、各労働者ごと

に深夜労働時間数の枠を定め、その枠内の割増手当として支払う。なお、深夜労働時

間数の枠については、各労働者ごとに個別に定める。 

 

（固定所定時間外労働手当） 

固定所定時間外労働手当は、前項(1) 法定内時間外勤務手当として支給するものと

し 、各労働者ごとに法定内時間外労働時間数の枠を定め、その枠内の割増手当として

支払う。なお、法定内時間外労働時間数の枠については、各労働者ごとに個別に定め

る。 

 

3.裁量手当 

専門業務型裁量労働制・企画業務型裁量労働制の適用を受ける者に対し、みなし労働

時間が就業規則に定める所定労働時間を超える部分については第1項(2)法定時間外

勤務手当として、裁量手当を支給するものとし 、各労働者ごとに法定時間外労働時

間数の枠を定め、その枠内の割増手当として支払う。なお、法定時間外労働時間数の

枠については、各労働者ごとに個別に定める。 

 

第15条 休業手当 

会社の責に帰すべき事由により従業員を休業させる場合には、休業手当として平

均賃金の 100 分の 60 を支給する。 

 

第 3 章 賞与 

第16条 賞与 

賞与は、会社の業績に応じて支給する。ただし、会社業績の著しい低下その他やむ

を得ない事由がある場合には、支給日を変更し、又は支給しないことがある。 

 

第17条 支給額 

賞与の支給額は、会社の業績に応じ、在籍期間、能力、勤務成績、勤務態度等を人

事考課により査定し、その結果を考慮して、その都度決定する。 



 

第18条 支給時期 

賞与は、会社の業績により原則として年 1 回、６月に支給する。 

 

第19条 支給対象期間 

賞与の支給対象期間は、次のとおりとする。 

 ７月１日 ～ 翌年６月３０日 

 

第20条 支給対象者 

賞与は、支給日に在籍する従業員に支給する。 

 

第21条 臨時賞与 

    その他、特別に臨時賞与を支給する場合がある。 

 

附則  

 本規程は、2020 年 5 月 1 日より施行する。 

 改訂：2021 年 7 月 1 日 

改訂：2022 年 7 月 1 日 

改訂：2023 年 4 月 1 日 

 


